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r三田学会雑誌」83卷3号 （1990年10月）

プリストルにおける戦災地再開発政策の 

展 開 1940年一 1945年

長 谷 川 淳
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I . は じ め に

第二次世界大戦前のイギリスにおける都市中心部city centreは，都市計@1上の様々な欠陥を包 

摂していた。しかし既存の都市計画法では，地方当局による既成市街地の抜本的な再開発は，実質 

上不可能であり，都市中心部における無秩序で跋行的な都市開癸の諸結果は，放置されたままとな 

っていた。

1940年後半に始まったドイツ空軍によるイギリス本土への大空襲は，多くの地方都市中心部に甚 

大な被害を与えたが，それゆえに，その抜本的再開発を可能とする千載一遇の機会をもたらしたと 

も考えられた点が重要である。わが国における戦災都市復興計画の策定が，終戦後になってようや 

くその緒をなしたのとは対照的に，イギリスにおいては戦争初期の段階から，この市中心部再開発 

政策が積極的に展開していった。保守党. 自由党.労働党による戦時連立政府は戦災地再開発の基 

礎をなす新法案の作成のためにバーミンガムBirm ingham ,プリストルB risto l,コヴ;t ントリー 

Coventry,サウサムプトンSouthamptonの四市を対象とした'テスト. ケース，調査を1941年に 

実施し，また1943年にはプリストル’ コヴェントリー，ハルH u l l ,プリマスPlymouth, ポーツ

注 本稿は，Junichi Hasegawa, The Replanning of the Blitzed City Centre in Britain: A 

Comparative Study of Bristol, Coventry and Southampton 1941一1950, Ph. D. thesis in Social 

History, University of Warwick, 1989 の，と くに，Chapter VH に位拠している。

なお，注におけるB R Oは Bristol City Record Office所蔵の資料であることを示す。また，市当 

局の各委員会のMinutesも，このB R Oが所蔵するものを参照した。地方新聞（本稿では， Bristol 

Evening Post, Bristol Labour Weekly, Bristol Observer, The Midland Daily TelegrapK)につい 

ては，B ritish  Library Newspaper Library所蔵のものを利用した。
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マ ス Portsmouth,サウサムプトン， スウォンズィーSwanseaの七市を調查対象に，都市中心

部再開発諮問討議会Advisory Panel on Redevelopment of City Centresを都市農村計画省
_ CD

Ministry of Town and Country Planningに設置した。そこで本稿では， コヴェントリ一，サ 

ウサムプトンとともに，上記の両調查において研究対象に選定されるほど政府が高い関心を寄せた 

三市のひとつであったプリストルの市中心部再開発計面と，その策定過程がもたらした問題点につ 

いて詳説したい。

そもそも，イギリスにおける都市計画策定過程の本質は，市当局の計画へのコンセンサス----

般市民や地方既得権益の支持から最終的には，政府の承認まで—— ^いかにして得るかという点に 

ある力;，とくにプリストルの戦災地再建の問題では，戦時中のコヴェントリーやサウサムプトンの 

事例にはみられなかった，再開発計画の策定を検討するための関係諸団体による包括的な組織が， 

すでに1941年の初頭に商工会議所Bristol Chamber of Commerce and Shippingや建築家協会 

Bristol Society of Architectsによって結成されていた。 この組織は，計画立案過程における外 

部諸団体の直接参加と，都市計画専門家顧問の招聘を，市当局に対して一貫して要求しつづけ市当 

局も，外部諸団体との関係にもっとも神経を注いだ。しかしこれらの要求はついにうけいれられる 

ことなく，市土木課長City Engineer, H. ；M .ウェプH. M. Webbの手による再開発計■が，1944 

年3月に市議会に提出され，この1944年計画は，その一部が修正された上で1945年7月に市議会に 

より承認された。したがって本稿の中心は，（1)計画策定構機の決定にいたるまでの外部関係諸団体 

と市当局のあいだの角逐；（2)1944年計画の内容と同計画への外部諸団体の反応；そして(3)1945年修 

正計画の承認までの経緯とその後の展開，の三点の実IE的な分析となる。そこで，まず戦前のプリ 

ス トルの厘史的. 経済的• 社会的特徴，とくに，市中心部における都市計画上の諸問題について概 

観することから始めたい。

n . 戦前のプリストルの諸特徴と都市計画上の問題点

ュイヴォン川River A vonのセヴァーン河口 Severn estuaryより5 マイルほど上流に位置す 

るプリストルは，古くよりイングランドにおける重要港市のひとつであり，西部地方の一大中心地 

だった。1373年にュドフード三世Edward I E より自治都市の勒許をうけた同市は，西方冒険の基 

地として，そしてポルトガル，アイルランド，アメリカ大陸との交易の中心地として発達した。18 

世紀後半にはアメリカ合衆国の独立，奴諫貿易の廃止，砂糖貿易の衰退などのために，一時その繁 

栄は低落をみたが，19世紀後半以降，海上貿易および国内交易の中心地としての地位を回復した。 

その対外貿易の中心は，穀物，果物，タバコ，香辛料，酪農製品，各種金属原料といった様々な産 

物 • 原料の輸入であり，また，その国内交易の範囲は，西部諸州.ミッドランド地方を中心とした

注 （1 ) くわしくは拙稿「イギリスにおける戦災都市再開発政策の展開，1940—1945年」『三田学会雑誌』 

第83巻2号1990年7月を参照されたい。
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約1,250万人を擁する半径100マイル圏に達した。しかしプリストルの経済基盤は，独り海運業だっ 

たわけではない。その産業は，自動車，飛行機，一般機械，建設，食料，製紙，印刷等，実に300 

種以上の多岐にのぽり，また，中央• 地方官庁，知的専門職，惧楽産業も重要な雇用吸収源だった。

今世紀初頭に32万余を数えた同市の人口は，第二次世界大戦直前には40万以上に成長していた。 

政治的には，1937年の地方選挙の結果，労働党がはじめて地方議会において多数を占めたが，翌年 

には保守党• 自由党の連合である市民党Citizen Partyが挽回し，結局戦時中は労働党と市民党の 

両党が同数の議員数を有し，議会での勢力は均衡状態が続くことになった。また，戦間期には大規 

摸な建築活動が展開し，約3万6千軒の住宅が建造されたが，そのうち1万4千軒は市当局により 

供給されていた。市当局は，周辺地方諸当局を含めた地方計画Regional P la nの作成にも熱心だ 

った。1923年3月にプリストル市議会に設立された都市計画委員会Town Planning Committee 

は， まもなく周辺地域の地方当局を招いてプリストル.バース連合計画委員会Bristol and Bath 

Joint Planning Committeeを結成した。同連合委員会は1930年，イギリス都市計画界の第一人者 

であったアーバークロムビー教授 Professor Abercrombieとプリストル市都市計画官Planning 

Officer B. F .プル一トソ B. F. Brutonの共著による地方計画を刊行したが，その主旨は，プリス 

トル市の過剰人口解消の方策として，周辺諸州における衛星都市の建造を提起すろものだった。ま 

た，戦争劾発時に存在した市当局による5つの法定計画に含まれた95,765エーカーの土地のうち，

78,862ユーカーは市の境界外，つまり周辺地方当局の管轄下にあった。

このように郊外についての計画策定が精力的にすすんでいたのに対し，市内の既成市街地，とく 

に市中心部にかんする包括的な都市計■案は皆無であった。プリストルにおいては，過密，交通渋 

滞，公的空間の不足といった大都市中心部に共通してみられた問題は，その起伏にとんだ地形と， 

エイヴォン川，フローム川River F ro m ,そしてフローティング•ハーバーFloating Harber (河 

川状の船着き場）の存在のためにいっそう解決が困難であった。とくに，市の目抜き商店街だったキ 

ャッスル通りCastle Streetとワイン通りWine Streetを中心とした主要商業区域は，もともと 

その南北をフローム川とフローティング. ハーバーにはさまれ，その間陽はわずか150ヤードにす 

ぎず，そこに商店が密集していたので，事̂態はぃっそぅ困難だった。またプリストルが西部地方に

注 （2 ) この節の内容は，以下に大きく依拠している。（イ）Public Record Officeの Ministry of Housing 

and Local Government (以下H LGと略）の項目に所収されている以下の資料。HLG 88/9, Advi­

sory Panel on Redevelopment of City Centres, Ministry of Town and Country Planning, 

‘Notes Preliminary to a Vist to Bristol',22 September, 1943; HLG 71/1270, Ministry of Town 

and Country Planning, .‘Statistical Register of 691 Local Authorities in England and Wales (A 

一K), February 1946 ； HLG 82/28, Nuffield College Social Reconstruction Survey, ‘Bristol 

Area: Preliminary Report on Population and Employment', October 1941, and 'South West 

Area: Report on Population and Employment', November 1942. (ロ）以下の二次文献。Bristol 

Corporation, English City: The Growth and the Future of Bristol, Bristol 1945 ; Brian Little, 

The City and County of Bristol, London 1954; Keith Brace, Portrait of Bristol, London 1971; 

Frank Walker, The Bristol Region, London 1972; R. Whitfield, The Labour Movement in 

Bristol 1914--- 1939, unpublished M. L itt. thesis, University of Bristol, 1982.
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おける交通網の中心で，10の第一級誇線道路の集合地点だったことが，市中心部における交通波滞

をいっそう深刻化していた。市当局は，交通渋滞緩和の手段として市中心部環状道路の建設に着手

し，戦争勃発時にはその南側半周分が完成していた。またこの時点までには，1935年に市議会によ

り承認されていた力レッチ’ . グリーンCollege Green地区に11'エーカーの新官庁街を建設する計
( 3 )

画の手始めとして，新市庁舍Council Houseの建設も着工されていた。しかしこれらは部分的改

良にすぎず，主要商業区域の過密の解消や公的空地の配備といった提案も含めた包括的再開発計画

策定の本格的な検討は，まったくなされていなかったのである。

しかも市当局関係者のなかには，都市計画業務が効率的に機能していないという懸念がひろがっ

ていた。すでに市議会は1933年に，前出の都市計画委員会と衛生委員会Sanitary Committeeを

合併し計画 . 公共土木享業委員会Planning and Public Works Committee (以下PPWCと略）

を新設していた。その目的は，都市計画機能と構造物の維持. 保全機能（たとえぱ清掃業務，廃物回

収，街灯. 下水道’ 道路. 公園等の管理）を一括して一委員会の管轄下におくことにあった。しかし実

際にはこの二重機能は，仔細な問題点の検討にも18人の市会議員からなるP P W Cの全体会合での

長時間の討論を必要とし，それに関係公官も拘束される状況をうみだし，とくに後者のあいだから，
( 4 )

'過大な責任’ を負った同委員の再編が必須であると考えられていた。そして，この包括的な市中 

心部再開発計画の作成と都市計画機構再編の本格的検討は，1940年11月以降の一連の空襲により， 

はじめて具体化するのである。

m . 都市計画策定機構の成立—— 市当局と外部諸団体の对立一 一 .

市議会防空委員会Air Raid Precaution Committeeの1944年度年次報告によると，1940年6 

月から1944年2月末のあいだにプリストル市内においては548回の空襲警報が発令され，実際の被 

災回数は76回を数え，被災による死者は1,299名，また負傷者は3,305名に達した)。家屋の全•半壊
— け）

は5 ,197軒 （市内全家星数の約4.9パーセント）を，また全壊あるいは被災したまま修理されていな
C7)

い商店996軒，その他の商業建築物190軒，工場 • 倉庫403軒を数えた。必然的に，地方税評価額 

rateable valueはかなりの減少をみせた。

注 （3) BRO 35510’ Bristol Planning (No. 5) Scheme.

(4 )  ‘Note of the Conference of Officers on Planning in Bristol and District and the Duties of 

the Officers engaged thereon，7 January 1943, submitted to the Planning and Reconstruction 

Committee (以下 PRC と略)，13 January, 1943.

(5 )  Bristor Observer, 4 November 1944.

(6 )  HLG 71/593, ‘Revised Appreciation of War Damage Based on Injury to Houses’，Ministry

of Town and Country Planning, April 1944.

(7 ) HLG 71/595, ‘Ministry of Town and Country Planning: An Estimate of War Damage to

cjJiops, Commercial Buildings, Factories and Warehouses in a Few Selected "Blitzed" Towns,, 

19 March 1945.
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表皿- 1 プリストルにおける地方税評価額の推移

予算年度 地方税評価額（ポンド）

1940—1941 3,555,699

1941—1942 3,347,524

1942—1943 3, 286, 261

1943—1944 3, 290, 351

1944—1945 3, 301,000

出典：Qty and County of BristoL 'Epitome of Accounts' 

for the year 1944-1945. BRO 16198ぬ，p. 32 より作成

しかしこうした被害の大部分は，1940年11月24日から翌年4月11. 12日のあいだに6 回あった，
( 8 )

高性能‘爆薬919トン分におよぶ大空襲によるものだった。とくに，市中心部の主要商業区域は清減 

的打撃をうけ，たとえば前出の政府'テスト• ケース’調査ではキャッスル通り地区における185店 

舗のうち被災を免れたのはわずか10STにすぎず，139軒が全壊し36軒がかなり破損したと報告さ
(9 )

れている。空襲により大きな損失を負い，顧客を被災を免れた周辺近郊都市にうばわれてしまうと
(1の

いう懸念にかられた商店主たちは，最初の大空襲の直後より，商業活動の早期再開をもとめる圧力 
(11)

を市当局にかけていった。計画•土木委員会PPW Cは，商業活動の早期再開の要求に原則的には

同意したが，それが市当局の長期的再開発計画にとって有言となる可能性をとくに憂慮し，この案

件に関しての強固な統制力の掌握をめざした。その結果，被災店舗の再建は，市当局の認可をうけ

た臨時的性格の建築物の仮設に限定し，しかもこうした認可は，仮店舗を戦争終結後6 力月以内に

自費でとりこわし，そのさい市当局に対して公的補償の請求はしない旨の協定に同意した商店主の
(12)

みに与えられうるとの決議がなされた。

'テスト• ケース’ 調査報告には，市当局は市中心部の抜本的再開発に意欲的であり，政府派遣調
(13)

查官の助言にもとづき，かかる再開発計画の立案にすでに着手したと記されている。1941年4月付 

『タイムズ』 The Timesに，土木.建築大臣Minister of Works and Buildingsリ一ス卿Lord 

R e ith力;， 抜本的再開発計画の早期作成をめざすようバーミンガム•プリストル.コヴェントリ
(14)

一の各市当局を激励したとの記事が掲載され，また，地方紙『プリストル•イ ヴニング . ポスト』
(15)

Bristol Evening Postは， こうした計画が立案の過程にあると報道した。一方，商工会議所を 

中心に，建築家協会，測量士協会Chartered Surveyors Institution,建築業者連合Building

注 （8 ) プリストルへの空襲については， Tom Harrison, Living Through the Blitz, Harmondsworth 

1978, pp. 204-208 および R. Winstone, Bristol in the 1940 s, Bristol 1961, pp. 23-25 にく わしいc 

(9 ) HLG 71/1570, G.し Pepler, 'Bombed Areas~~Redevelopment,, Summary of test case surveys, 

28 February 1941.

(10) Planning and Public Works Committee (以下 PPWC と略)，22 January 1941.

(11) PPWC,11 December 1940.

(12) PPWC, 5 March 1941.

(13) HLG 71/1570, G. L. Pepler, 'Bombed Areas一Redevelopment', op. cit.

(14) The Times, 9 April 1941.

(15) Bristol Evening Post, 8 April 1941.
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Traders，Federation, プリストル地主連盟 Bristol Property Owners Association, チ —ン.

フ、トア業者連合Multiple Traders' Federation等が加盟し，外部関係諸団体の再建提案を市当局

に建議するための諮問組織として1941年2月に結成された特別諮問委員会Special Advisory-Com-

mittee (以下S A C と略）は，同年4月に市当局に送った覚書の中で，被災店舗再建問題については,

前出の仮店舗建設協定により当面は一応の解決をみたとし，より長期的，包括的な市中心部再開発

計画作成の早期開始の手がかりとして，市計画委員会PPW Cへの外部関係利益代表の選出と，こ

の拡大されたPPW Cによる計画立案の最高責任者としての建築家の顧問任命を提案し，この兩提
(16)

案の討議を，SA C代表団とPPW C聞の会談で行なうよう要請した。

ところが翌月に行なわれた会談の席上SA C側が，リ一ス卿が再建計画早期策定を奨励したと伝

える前出の新聞報道にふれ，PPW Cへの外部委員選出と専門家顧問任命の両提案がかかる状況に

おいていかに重要であるかを改めて強調したのに対しPPW C側は政府が市当局に再建計画早期作

成を奨励した事実はない，と一連の新聞報道を否定した上で，戦災地再開発関係法案が政府から提

起されるまでは，戦学自体にむけられるべき努力を再開発計画立案に払うことは無益であると述べ,
(17)

SAC側の両提案についても，はっきりした態度ま明を回避したのである。

S A Cの中核だった商工会議所は，こうしたPPW Cの姿勢を消極的であると批制し，この会談
(18)

は，r何らの満足すべき根拠も与えなかった」とその失望の念をあらわにした。一方，PPW C力’、積

極性に欠けるとの批判は，一部の労働党議員からもだされていた。たとえば，1942年10月には党リ

一ダーの座につくコックス市会参事Alderman A. W. Coxは，1941年 5月の市議会において，本

来ならぱPPWCは，市民の士気を鼓舞するために，すでにこれまでに再開発計画を提示すぺきで

あったにもかかわらず，中央政府が計画の早期立案を奨励したわけではないという理由で，この任

務から回避しようとしていると述べた。 これに対し，やはり労働党選出のベテラン議員で1930年

より8年間PPW Cの議長を務めた同委員会副議長ウィンチェスター市会参事Alderman W. H.

Winchester力:，不確定要素や他の重要懸案が山積する現状における再開発計ISの提示は，現実的

に不可能であると反論したが，今度は労働党左派のへネシー市会参事Alderman W. H. Hennessy

から，P PW Cは三百代言■をこねるばかりで，真に肝要な問題に直面しようとしない， との非難が 
(19)

浴びせられた。

しかし，1941年7月の市議会に提出されたPPW Cの戦災地再開発計画にかんする報告* では， 

r現時点での詳細な再開発計画の策定は，不可能ではないとしても不適当である」と明記され，当

注 （16) BRO 38605/A/49, ‘Report of the Council of the Chamber of Commerce and Shipping for 

the year" 1940-1941，，July 1941, p. 21.

(17) Bristol Evening Post,11 May 1941.

(18) BRO 38605/A/49, ‘Report of the Council of the Chamber of Commerce and Shipping for 

the year 1940-41，，op. ciL, p. 23.

(19) Bristol Evening Post, 14 May 1941 .このヘネシー市会参事は，その圭角少なからぬ言動がしぱ 

しぱ労働党自保を困惑させる場合があった。たとえぱJ. Hinton, ‘Self-Help and Socialism: The 

Squatters’ Movement of 1946’，History Workshop, Spring 1988 Issue 25 をみられたい。
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面は，計画作成の準備調査—— すなわち，戦前の土地利用状況および戦災の程度を示す地図の作成 

—— ■に全力を注ぐべきであるとの方針が表明されるにとどまった。コックス市会参事は市議会で， 

PPW Cによる再開発計■作成を妨げているのは，同委員会それ自体にほかならないと述べたが，
(2の

結局市議会は，この報告書をそのまま採択した。しかし外部関係諸団体からのPPW Cの消極性に

対する批判はつのり，一方では，具体的な再開発諸提案がつぎつぎと同委員会に寄せられていた。

市土木課長ウュプは，こうした諸批半I L 諸提案の検討を効率的に行なう機構として，関係公官によ

る磁議制度を確立することをPPW Cに提言■し，1941年8月にはこれにもとづいて，市助役Town

Clerk, 土木課長，主税局長City V a lue r ,都市計画官よりなる主要公官協議委員̂会Conference
(21)

of Chief Officers (以下C C Oと略）が設立された。

計画立案過程参入に固執する商工会議所は，C C Oとの密接な関係の確立を試みた。CCO設立直

後の1941年9月に商工会議所は，（1)既存のSA Cを解消し外部関係諸団体により，拡大された再

開発計画諮問組織を新設し，（2)この新組織の代表者委員会とCCOの頻繁な接触をもって，外部意
〔22)

見を市当局に伝えるもっとも有効な媒介手段とする，というニ提案への同意をPPW Cに求めた。

P P W C内では一部の労働党議員が，商工会議所の提案の本意は，結局のところ，計画立案過程へ

の直接参加にほかならず，もし実施されれぱかえってCCOの権威や効率性を損ないかねないとの 
(23)

疑問を呈した。しかしPPW Cは最終的には，再開発計画立案にかんする諸権限の外部への委託は
(24)

たとえ部分的にせよ行なわないという条件で，商工会議所の提案への同意を決議した。こうして 

1941年 10月には再計画諮問爱員会Replanning Advisory Committee (以下R A Cと略）が設立さ 

れ，その正. 副議長には商工会議所理»^長と副理♦長が，それぞれ就任した。RA Cには市内150余 

の関係諸団体が名を連ね，また，C C O との緊密な連絡をとる機関として，5人の選出委員からな
(25)

る渉外委員会が設立された。

しかし，R A C の渉外委員会とC C Oが頻繁に接触した形跡はない。両者は，1941年12月に第一

回会談を行ない，R A C 渉外委員会はC C Oに，被災産業の元の敷地での再建許可にかんする方針

と，市当局再開発計画に含まれる土地の範囲についての明確な回答を求めた。これに対しCCO側

は，再開発関係の新法が制定されるまでは，こうした質問への具体的な回答を示すことは不可能で
(26)

あると述べ，渉外委員会側も不本意ながら，この見解に同意せざるを得なかった。

注 （20) Bristol Evening Post,16 July 1941.

(21) PPWC, 20 August 1941.

(22) PPWC,17 September 1941, Letter from the Chamber of Commerce and Shipping, dated 8 

September 1941.

(23) Bristol Evening Post,17 September 1941.

(24) PPWC,17 September 1941.

(25) BRO 38605/A/50, (Report of the Council of the Chamber of Commerce and Shipping for 

the year 1941-1942’，July 1942, pp. 24-25.

(26) PPWC, 31 December 1941, ‘Note of the meeting between the Confererce of Officers and 

the Replanning Advisory Committee on 11 December 1941.’
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兩者の二度目の接触は，1942年4月に，R A C が予定していた土木.計画省への代ま団派遣に市
(27)

当局計画官の参加をよびかける形で行なわれたが，このよびかけはPPW Cにより拒否された。そ

こでR A C は戦術の焦点を，C C O との接触からPPW Cへの直接参加へとふたたび移行した。

1942年8月にC C Oに送られたR A C の中間報告書では，PPW Cを拡大し，その委員の30バーセ

ントをR A C 代表から任命することが提案された。これをうけたCCOは PPW Cに，都市計画と

維持業務というPPW Cの機能の二重性が，その効率的運営を著るしくa ねているという前出の問

題を指摘し，それぞれの機能にもとづいた独立した二つの委員会の新設を提議し，これが実施され
(28)

れぱ，R A C 代表委員の新計画委員会への選出は可能との見解を示した。ニ委員会の新設について 

は，PPW C自体からも市議会全体からも異論はなく， 1942年12月には計画•再建委員会Planning

and Reconstruction Committee (以下PRCと略）が新設されたが，このP R Cへの外部委員の選
(29)

出を認めるかについては意見統一が難航し，その影響で，新爱員会正. 副議長の選出や，計画立案
(30)

の最高責任技官の決定が遅滞していた。 とくに後者の問題については，外部関係諸団体が，再開発 

計画立案にあたり都市計画専門家顧問の招聘を主唱していたことが事態を一層複雑にしていた。 

そこで，かかる懸案の解決は焦/1 の急であると考えた関係公官は，P R Cに対し，「都市計画とは

本質的に，関係公官によるチームワークを要する」ものであり，この点で既存のCCO体制が計画
(31)

立案機構として最適であると進言した。これをうけたP R C は1943年2月に，まず同室員会の正.

副議長に市民党のリ一ダーだったインスキップ市会参ぎAlderman Insk ipと労働党のリーダーだ

ったコックス市会参享をそれぞれ選出し，さらに，都市計画責任技官を決定する。ここでの問題は,

かかる責任技官に，既存のCCOのリーダーである市土木課長ウュプを据える力、，あるいは，外部

諸団体が主張するように専門家顧問を招聘すべきかという点にあった。結局，CCO体制に全幅の

信頼を置く P R C は，「現状での外部顧問の招聘は得策ではない」との結論に達し， ウュプの筆頭
(32)

計画主官Chief Planning Officer任命を満場一致で決議し，これを契機に，ウェブに対し，道路
(33) (34)

網整備，市中心部再開発，住宅供給，工業配置にかんする諸政策の本格的検討の開始を矢継ぎ早に

命じていった。

しかし，P R Cへの外部委員選出問題は棚上げにされたままであり，焦燥にかられた商工会議所 

は1943年3月 P R Cに，計画i立案過程における外部諸団体とP R Cのあいだの協議体制が確立しな 

いかぎり，関係諸団体は市当局にこれ以上協力することはできないと通告してきたが，これに対し

注 （27) PPWC, 29 April 1942.

(28) PPWC,11 September 1942, Report by Town Clerk.

(29) Bristol Evening Post, 8 December 1942.

(3の PRC, 29 December 1942.

(31) PRC ,13 January 1943, ‘Note of the Conference of Officers on Planning in Bristol and 

District and the Duties of the Officers engaged thereon', op. cit.

(32) PRC, 3 February 1943.

(33) PRC ,17 February 1943.

(34) PRC, 3 March 1943.
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P R C は，「本g 員会が再開発計画iの諸原則についての暫定的な合意に達したのちに， 本委員会は，

商工会議所および他の関係諸団体に，諸提案についての討議の機会を与えるであろう」と回答する 
(35)

にとどまった。 その後も商工会議所は， こんどは，専門家顧問の招聘に焦点をあわせ，PRCにゆ

さぶりをかけたが，P R C は計画の作成はウェプを中心とした市当局関係公官に一任するのが最良
(36)

の策であり，外部顧問招聘の意向はまったくないとの姿勢を貫徹した。

こうして，P R C への外部委員の選出と都市計画専門家顧問の招聘をつうじての計画立案過程へ

の直接参加という商工会議所のもくろみは，ついに実現されることなく，市士木課長ウェブを中心

とする当局関係公官によって市中心部再開発計画を作成する体制が確立した。同計画策定の溜!中に

あった1943年秋にプリストルを訪問した都市農村計画省内の市中心部再開発諮問討議会は，その予

傭調査報告の中で，商工会議所についてr活動的ではあるが策がなく，…その市当局との関係は決
(37)

っしてよいとはいえない」と記している。実際，本節で示したように市当局と，商工会議所に代表 

される外部諸団体の関係が，計画策定過程での参入をめぐり悪化した中で，再開発計画の作成は， 

外部からの意見を閑却してすすめられたのだろうか。そして，1944年 3月に市議会に提出されたウ 

ェプによる再開発計画では，いかなる諸提案が提示され，それに対し外部諸団体はどのような反応 

を示したのだろうか。次節では，これらの点を明らかにしたい。

I V . 再開発計画iの発表と外部諸団体の反応

市中心部再開発計画におけるもっとも重要な問題は，交通と，土地の用途別利用の統制を強化す

ることによって，市中心部が果たすべき後能の効率性を高め，快適さを増すことにあった。市士木

課長ウュプは，はやくも1943年 5月に市内道路網にかんする草案をP R C に提出した。その目的は,

まず第一に，これまで市中心部を通過していた中. 長距離交通を迁回させ，第二に，市中心部に

出入りする交通を効率的に処理する点にあり，その具体的手段として，全長34マイルに及ぶ外環

状線 Outer R in g ,全長21マイルの内環状線Inner R in g ,そして全長2 マイルの市中心部巡回

道路 Inner Circuitの三本の環状道路の敷設が提案された。これらの環状道路建設については，都

市農村計画省，戦時運輸省Ministry of War Transport,州警察本部長Chief Constable,プリ

ストル路面電車会社Bristol Tramway Company等との協議が重ねられ，各位から一応の同意が

得られていたが，路面電車会社が運営していたバスの運行をめぐっては，ウェブは，バスを市中心

部巡回道路内の土地から除外すべきだと主張したのに対し，関係各位からは，バスの除外は公共の
(38)

至便に反するのではとの疑問が提示された。そこでP R Cは，1943年6 月に三本の環状道路を原則

注 （35) PRC ,17 March 1943.

(36) PRC ,1 September 1943 and 16 June 1944.

(37) HLG 88/9, Advisory Panel on Redevelopment of City Centres, Ministry of Town and 

Country Planning, 'Notes Preliminary to a Visit to Bristol’，op. cit.

(38) PRC, 26 and 28 May 1943.
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的には承認したものの，市中心部巡回道路内でのバス運行の是非については，その決定をウェブと
(39)

関係各位の今後の協議の結果に委ねることとした。

道路網提案とならぶ重要案件であった用途別区域化Zoningの検討においては，従来の主要商業

区域だったキャッスル通り. ワイン通り地区の再計画が最難問となっていたが，1943年10月にMTF

チェーン• ストア業者連合から出された提案が，問題解決の打開策としての役割を果たした。その

内容は，キャッスル通り• ワイン通り地区を公共目的区域civic area—— ■すなわち，公共ホールと

いった性格の建物のほかには建築物のない公的空地public open space-- ■とし，主要商業区域を
(40)

同地区北側に位置するプロ一 ドミードBroadmead地区に移転するというものだった。この提案は

早速，R A C内の小売• 卸売業者グループRetail Distributors’ Groupにより検討され，同グルー

プはP R Cに，市当局側との協議にそなえ，同提案が実施された場合の推定費用にかんする情報提 
(41)

供を求めた。PRCはこの申し出を，RA C小売 . 卸売業者グループのM T F提案への事実上の同意
(42)

と解釈し1943年11月に，キャッスル通り . ワイン通り地区を公共目的区域に予定すると決議した。

結局，ウェブは1944年2月に市中心部再開発にかんする報告書をまとめ，これは翌月にP R Cの

承認をうけ，市議会に提出された。この時点での同報告* 提出は，あくまで，関係諸団体との今後
(44)

の討議のために基本方針を提示するものであり，市議会による採択は行なわないものとされたが，

その内容は，ウェプ自身がその結論部で述べているような，r一部の提案は斬新で，革命的ですら

あるかもしれないが，私としては，戦後再建にむけての進取の気性が横温する中でプリストルが，
(45)

この分野において遅れをとることは誰も望まないだろうと感じる次第である」との見解を反映した，

大担な発想にもとづく包括的なものだった。この計画では，総計774ュ一力一におよぶ地域が様々な

用途別区域化により区分されていたが，中でもその斬新さが注目を集めたのは，主要商業区域の移

転にかんする諸提案だった。これは，その大筋において前出のM T F提案と一致するものだが，ま

ず，旧主要商業区域だったキャッスル通り• ワイン通り地区を公共空地として，それにかわる約35ュ
(46)

一力一の新商業区域をプロードミード地区に建設するという内容だった。また，戦前よりキャッス

注 （39) PRC, 23 June 1943.

(40) PRC, 27 October 1943.

(41) PRC ,10 November 1943.

(42) Ibid.

(43) City Engineer’s Report on the Proposals for the Planning and Reconstruction of the Central 

Area of the City’，25 February 1944, submitted to and approved by PRC ,1 Mach 1944.

(44) PRC ,1 March 1944.

(45) ‘City Engineer's Report on the Proposals for the Planning and Reconstruction of the Central 

Area of the City', op. cit., p. 9.

(46) Ibid.;pp. 6 and 7 .なお，このほかの用途別区域化提案には，ドックCity Docksおよびチンプルミ 

ーズ中央駅 Temple Meads Railway Station.の近隣の倉庫.卸売業区域 warehouse and distribu­

tive trades zoneおよび産業区城industrial zone,ヴィクトリア通りの中央卸売• 小売市場central 

wholesale and retail market,市中心部巡回道路の南側の港湾および鉄道関係の労働者用住宅，ク 

レア通りClare S treet.コーン通りCorn Street •ボールドウィン通りBaldwin Street地区のオ 

フィス街 business z o n e ,カレッギ . グリ一ン地区の地方官庁街m un ic ip a l c iv ic centre, キング 

通りKing Streetの風致地区，プリストル大学および市民病院の拡張があった。(Jbid., pp. 5-7)
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図IV-1 1944年再開発計画の主要提案

N

ZL

Inner しircuit Road

Central Markets

出典：Bristol Evening Post, 15 March 1944 より筆者作成。

図IV - 2 旧主要商業区域の位置関係

[ I キ ャ ッ ス ノ り .ワ イ ン 通 り 地 区  

ブロー ド ミ ー ド 地 区

出典：W. A. James, 'Redevelopment of the Central Shopping Area of Bristol’，Royal Institute of 

Chartered Surveyors* Journal, April 1954, 742 をもとに筆者作成。
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Ibid., p. 3.

Ibid,, pp. 3-4.

Bristol Evening Post, 15 March 1944. 

Bristol Evening Post, 21 March 1944. 

PRC, 29 March 1944.

PRC, 26 April 1944.
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ル通りとワイン通りに次ぐ繁華な商店街だったパーク通りPark Street,とクィ一ン ズ 適 りQueen’s

Roadを第二の主要商業区域に指定し，とくに後者は，車輔交通を全面的に禁止した歩行者専用の
(47)

袋道cul-de-sacにすることが提案された。なお前出の，市中心部巡回道路内でのバス運行の問題
(48)

については，関係各位とのその後の協議の結果，最低限の本数の運行を許可するものと決定された。

地方紙『プリストル• イヴニング• ポスト』Bristol Evening Postは市当局の再開発計画を，

「大多数の人々が持つもっとも大胆な夢以上に大胆であるが，たしかに，紀元2000年のプリストル
(49)

の必要を満たすように，50年先を見通せる望遠鏡を通して考案されている」と評価し，さらに，か 

かる大享業にともなう高額な費用がどのように負担されるべきかという問題について，以下のよう 

にコ メ ン ト した。

「〔費用は〕政府が支払うべきであり，それは正当な期待といえよう。 しかしまた，再開発

計® 自体も，それがもたらす土地価格の上昇が時間の経過とともに〔再開発享業の〕収支決算

の均衡化に反映するような，採算のとれるものであるべきだ。力、りに，どちらの期待も実現さ

れなかった場合にも戦災地は復興されねばならないのであり，かかる大事業が地方税の増加に

はね返るのではないかという懸念のために，われわれの貴重な策の，賞讚に値する，再生への
(50)

努力を水泡に帰するようなことがあってはならない。」

では，外部関係諸団体は，市当局の再開発計画にどのような反応を示したのだろう力、。この計画

が市議会に提出されてより二週間以内に，P R C と関係公官は，商工会議所へのかねてからの公約

どおり，関係諸団体を一堂に会して，市中心部再開発諸提案についての討論の機会を持った。この

会談についてP R Cはキャッスル通り. ワイン通り地区を従来どおり主要商業区域として復興する

ことを主眼とした代替案がいくつか提示されたものの，全体としては，市当局の再開発諸案に対す
(51)

る重大な批判はなかったと報告している。これらの代替案を検討した関係公官は1944年4月 PRC

に，U)1940年11月の大空襲では，建築物の密集が火災による被言を甚大にしたことから，主要商業

区城の再開発においては，各プロックごとに少くとも50フィートの防火用地を配備するよう消防庁

National Fire Serviceより勤告されているが，（2)キャッスル通り. ワイン通り地区における間口

frontageの統計は6, 000フィートしかなく，防火用地を配備した上で戦前の全店舗を再建すること

は実質上不可能となるのに对し， プロ一 ドミ一ド地区ではその数値が9,600フィートに達する，と

の理由から，キャ ッ ス ル通り. ワイン通り地区がひきつづき主要商業区域として復興され得る可能 
(52)

性は，ほぼないと断言した。

ところがその後も，市当局の再開発諸提案に対する外部諸団体からの批判や代替案は，あとを絶

注 (47)

(48)

(49)

(50)

(51)

(52)



たなかった。たとえば商工会議所は，力レッチ’ . グリ一 ン地区の公共建築物区城化提案に对して，
_  (53)

同地区が従来，商業区域であったことを理由に反対を表明した。公共建築物区域の候補地としては，

プリストノレ.ロ ー タ リ ー ク ラ プ Bristol Rotary Clubせ、、市中心部において唯 一 ， 平担で広い敷地

を確保することが可能であり，しかも，市の中央駅であるテンプルミーズ駅Temple Meads Station

から市中心部巡回道路を東西によこぎる雄大な眺望をもたらしうるヴィクトリア通りVictoria
(54)

Street力；，かかる用地に最適であるとの主張を，地方紙を通じて展開した。また，クィーンズ通り

を歩行者専用の袋道とする提案についても，とくに関係商店主から，車輔交通の全面排除の妥当性
(55)

に対する強、疑問が寄せられたのである。

しかし何といっても，もっとも激しい論争をよんだのは，主要商業区域の移転にかんする諸提案

だった。その背後には，長年にわたり主要商業区域だったキ ャ ッ ス ル通り. ワイン通り地区から離

れることに対する既得権益の強い不安がみえかくれしていた。外部諸団体は，かかる高価な土地を
(56)

公園化し，いわば遊休化させておくことによる経済的. 社会的影響を憂慮する一方，両通りが市中 

心部の東西を最短距離で結ぶ連絡路であることが，この区域を繁華な商店街たらしめた要因である 

との確信から，新主要商業区域に予定されていたプロ一 ドミード地区は，「ふみならされた道から，
(57)

はずれているoff the beaten track」と批判した。しかも，元来フローム川河床の低地帯にあった

プロ一  ドミ一 ド地区は浸水の害をうけやすく， その '水のしみこんだ’ waterlogged地質は，多数

の建築物に対する耐性の面で不適格だとの指摘がなされ，1889年の洪水のぎ例が，その後，河川の

一部埋立等の改後工事によりこうした災言の再発が防がれてきたにもかかわらず，再三にわたり指 
(58)

摘された。

当然のごとく，外部から寄せられた代替案の多くは，キャッスル通り.ワイン通り地区をひきつ

づき主要商業区域とし，万一その拡張が必要になったさいには，これにプロ一 ドミ一ド地区をあて

るとするものだった。たとえば，プリストル再計画同盟Bristol Replanning Association (RAC再

計画諮問委員会を改称）は，まず，同組織が，前出の主要商業区域移転にかんするM T F提案に同意
(59)

しているとの風聞を否定した上で，市の著名な建築家達の手によるキャッスル通り. ワイン通り地

注 （53) BRO 38505/M/38, Minutes of the meetings of the Chamber of Commerce and Shipping, 26 

May and 16 June 1944.

(54) Bristol Evening Post, 21 September 1944, and Bristol Observer, 23 September 1944.

(55) ‘The City Engineer’s List of Suggestions and Representations submitted by Societies and 

from other sources’，（以下 'City Engineer’s List’ と略），first submitted to PRC ,13 Septembei 

1944, scheduled number A 4 and A 54. なおこのリストにはその後も様々なコメントが随時補足 

された。
(56) Bristol Observer, 24 June 1944.

(57) Bristol Observer, 19 August 1944, および ‘City Engineer’s List’，op. cit" scheduled number 

J4 and J31.

(58) Ibid., scheduled number J 34,および W. A. James, 'Redevelopment of the Central Shopping 

Area of Bristol’，Journal of Royal Institute of Chartered Surveyors, A p ril195も Vol. XXXIII, 

Part X, 742.

(59) PRC ,16 February 1944.
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(60) (6り 

区再開発計■を1944年6月にP R C に提出した。同月には，ワイン通り地区の商業関係者や，法人

建築家連盟西部地方分会 The Western Counties Chapter of the Incorporated Association of
(62)

Architectsによる代替案が，また8 月には，プリストル建築家協会副理享でR A C 渉外委員会の
(63)

五委員のひとりでもあったE .バットンE. Buttonによるロータリークラプ案が，あ、、ついで地方 

紙に登場する。かくして，市士木課長ウュプがP R Cへの報告で述べたように，関係各位の多くは， 

旧主要商業区城には従来あった全店舗をふたたび収容することさえ不可能であるという市当局の主
(64)

張に，もはや，まったく耳を傾けようとしなかったのである。

しかし外部諸団体のすべてが，主要商業区域の移転に断固として反対していたわけではない。

たとえば，M T Fは P R Cに，プロ一 ドミ一ド地区への移転に賛成である意がかわらない旨を伝え 
(65)

ているし，また，商工会議所の付属機関だった，都市計画にかんするプリストル小売業者諮問委員

会 Bristol Retailers* Advisory Committee on Town Planning も，キヤツスル通り. ワイン通

業地区をひきつづき主要商業区域とすることが最善策であるとみなす一方で，もし市当局が，（1)同

地区の公共空地化提案が，プロードミード新主要商業区域の成功に不可決であることを明確に示し

(2)この新主要商業区域に十分な水害防止対策が講じられたことを保証しそして，（3)新商業区域完

成までの期間，キャッス ル通り• ワイン通り地区に臨時店舗建設を許可する規定を設けるという条
(66)

件を満たすならば，当局案に同意してもよいとして，一定の譲歩の可能性を示唆してきた。1944年

10月には『プリストル. イヴニング. ポスト』紙 Bristol Evening Post力"、，大小多くの商店が，

プリストルへの新規参入をもくろんでいるといわれる中で， r旧主要商業区域の商店主が， そこで

の権益の保持を望むのは十分理解できるが，一般市民は，疑いなく，店頭に新しくならぶ品種や，

買物が御婦人方に与える喜びが増えるという点で，こうした新規参入を款迎するであろう」と述べ,
(67)

したがって，より広い面積を持つ新商業区域への移転は必然であると論じた。

以上，本節が示したように，市当局は再開発計画作成にあたり，外部の意見を一方的に閑却した

わけではない。むしろその方法は，市土木課長ウュプ自身が，都市農村計画省の調査団に語ったよ

うに，基本的なアイデアについての関係各位との討議を重ねながら，具体的な諸提案を徐々に形成
(68)

していくというものだった。そのため，計画案の完成にはかなりの時間を要したが，市中心部巡回 

道路内でのバス運行の問題にみられたように，関係各位の見解が，直接，再開II提案の修正につな 

がる場合もあった。しかしその一方で，外部からの批判は，主要商業区域の移転問題に* 中し，一

注 （60) PRC, 7 June 1944.

(61) Bristol Evening Post, 21 June 1944.

(62) Bristol Evening Post, 15 June 1944 and Bristol Observer,17 June 1944.

(63) Bristol Evening Post, 9 August 1944.

(64) PRC, 21 September 1944,

(65) ‘City Engineer’s List’，op, cit" scheduled number J 39.

(66) Ibid., scheduled number J 18 and J 19.

(67) Bristol Evening Post, 12 October 1944.

(68) HLG 88/9, Advisory Panel on Redevelopment of City Centres, Ministry of Town and Coutry 

Planning, Minutes No. 9,12 October 1943.
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部には市当局の諸提案に肯定的な空気はあったものの，全体としては，当局側の当初の楽観的な予 

測にもかかわらず，キャッスル通り• ワイン通り地区の公共空地化とプロ一 ドミード新主要商業区 

域建設に対する反対は，いよいよ強まっていった。そもそも外部諸団体との討論の基盤をなすもの 

として提示された市中心部再開発計画の核心的提案へのかくも頑強な抵抗に対して，市当局はいか 

に対応したのだろう力、。多くの代替案に示された，キャッスル通り• ワイン通り地区をひきつづき 

主要商業区域とするような大幅な修正が，はたして不可避だったのだろう力、。次節では，この1944 

年計画の一部を修正した上で1945年7月に市議会により採択された最終計画の内容と，それに对す 

る外部諸団体の反応，また，この市中心部再開発の問題が，一般市民にとっていかなる重要性を持 

ったかといった諸点について，検討を加えてみたい。

V . 計画の策定

1944年計面に寄せられた，外部からの多くの批判• 代替案の検討をすすめてきたP R Cは，1944

年9月に，いくつかの重要な修正案を採択した。まず第一に，クィーンズ通りとバーク通りの市中

心部と市西部を結ぶ連絡道路としての機能を高めるために， クィーンズ通りから車輔を緋除し袋道

とする提案が廃棄され，また，パーク通りについてはその拡張が提起された。こうして兩通りは，

関係商店主が主張したように，従来どおりS 要な交通路としてとりあつかわれることになったが，

そうすると，バーク通りがカレッギ. グリーン地区と接することから，主要道路を排除した新たな
(69)

官庁街用地をみつける必要が生じるのだった。ここにおいて市士木課長ウ0：プは，思い切って，キ 

ャッスル通り• ワイン通り地区に公共的性格の建築物を參中させてはとの提案をうちだした。そう 

することによって，同地区の公的空地化やひいてはプロ一 ドミード新主要商業区域の建設に対する 

外部からの反対が，緩和するだろうというのだった。これをうけてP R Cは，長期的政策として， 

キャッスル通り . ワイン通り地区を，博物館，ま術館，市会議享堂，コンサートホール， コンフ- 

ランス ホールと いった建物のための区域に指定すると 決議した。 しかも，同地区を公共建築物区域 

とすることにより，力レッダ.グリーン地区を，外部関係団体からの請願どおり，商業区域として
(70)

すえおくことも可能となった。なお，このカレッず .グリ一ン地区に建設中だった新市庁舍の処遇 

については，P R C は1945年 1月に，キャッスル通り• ワイン通り地区の公共建築物区域化が長期 

にわたる事業となることから，市の行政活動の当座の拠点として，この新庁舎をできるだけ迅速に 

完成させるという方針を固めた。同時に，ウェブから，プロードミード商業区域の建設がある程度 

の進展をみせるまで，キャッスル通り• ワイン通り地区を，短期的に，臨時店舗区域とする提案が

注 （69) この問題にかんしては， ロータリークラプが，上記（5 4 )のアイディアにもとづく，ヴィクトリア 

通りでの新官庁̂ î の鳥K図を発表した〔Bristol Evening Post, 16 April 1945)力;，PRCは，ヴィク 

トリア通りは主要道路でもあり，官庁街を交通量の多い道路が横切ることを理由に，この提案を棄却 
した。(Mristol Observer, 21 July 1945.)

(70) PRC, 21 September 1944.

232 (J16)



示され，商業関係者とのその後の協議の結果，1945年6月にP R Cは，とりあえず100軒の臨時店
(72)

舗を同地区に建設することを決定した。

ところで都市農村計画省は，このころプリストルの市中心部再開発計画に高い評価を与えている。

そもそも計■省内には，プリストルは他の戦災都市にくらべ，計画の作成が遅滞しているという懸 
(73)

念があった。1944年都市農村計画法Town and Country Planning Act, 1944制定後も，同法で

規定された，再開発のための買収区域指定の申請が行なわれず，ついに1945年4 月には計画省から 

P R C に対し，市中心部再開発計画を，市議会の承認を得る前に，非公式に同省に提出するように 

との指示が出された。その目的は，買収区域の妥当性を立証する資料としての提出が義務づけられ

ていた再開発計画を，計画省は好意的にみなしているというあとおしを与え，かかる申請を促進さ
(74)

せようという点にあった。

これよりニ力月後の1945年6月にはウニプがP R C に，計®省の技術顧問ホルフォード教授 

Professor Holford力’、，修正後の市中心部再開発計画を閲覧し，その諸提案を基本的に支持する旨
(75)

を伝えてきたと報告した。実際，ホルフォードは，計画省官僚への* 筒で「プリストルにおいて，

まさに効率的な計画の土台が，市当局と関係各位の協議をつうじて形成されたのをみることは，ま

ことに喜ばしいことである」と述べ，とくに，キャッスル通り•ワイン通り地区にかんする修正案

について，以下のようにコメントした。

「〔修正案は〕同地区が'もちぐされ’ deadになることを防ぐ一方，公共建築物やプロ一 ド

ミード〔商業区域〕の建設が進展するまでのあいだ，この非常に高価な土地が臨時店舗区域と

なる利点を持つものである。したがって私自身としては，公共建築物についての適切なレイア
(75)

ウトにかんする同意に達すれば，この提案に対する反対はありえないとの見解をとりたい。」 

またホルフォードは， ブロードミード新主要商業区域についても，r商業関係者， なかんずく， 

チューン店業者は，この提案に多大な関心を示してきたが，彼らのあいだでは，もしこの区域が提 

案どおりに再開発されれば貸借契約を結ぶという言質に実質的には相当するものを市当局に与えう
(78)

る程度にまで，意見がまとまった」事実を指摘し，同提案の成功の可能性が高いことを示唆した。

一方プリストルでは，P R C が1945年 7月に，再開発のための買収区域指定の政府申請の第一歩 

として，市中心部再開発計画を市議会に提出し，その承認を求めた。たしかにこの計画には，外部 

関係諸団体の見解を考慮した上での，上述のような修正諸提案がもりこまれていた。しかしPRC
(78)

は，その議長インスキップ市会参# も r もっとも論争をよび，もっとも困難だった」と認めた，主

(71)

注 （71) PRC, 31 January 1945.

(72) PRC, 20 June 1945.

(73) HLG 88/9, Advisory Panel on Redevelopment of City Centres, Ministry of Town and Country 

Planning, ‘Note Preliminary to a Visit to Bristol', op. cit.

(74) PRC, 25 April 1945.

(75) PRC, 6 June 1945.

(76) HLG 71/597, Letter from Professor Holford to H. W. J. Heck, dated 5 June 1945.

(77) Ibid.
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要商業区域の移転自体については，従来の提案を堅持した。インスキップは市議会で，キャッスル

通り • ワイン通り地区は，もはや，近代的な商業区域の候補地とはなり得ない点をあらためて強調

した。まず第一に，防火空地を配備すれぱ，かりに商店一野あたりの間口を25フィートとしても，

同地区には，以前の店舗数の6— 7割しか収容できないぱかりか，実際には，各種の新規店舗が参

入を望んでいる点が指摘され，また，多くの代替案に示された，北側，つまりプロードミード地区

への拡張についても，両地区間の傾斜が急であることからその実施は困難であるとの見解が示され

た。すなわち，「長年にわたりわが市に貢献してきたキャッスル通りとワイン通りに， また商店を

たてなおそうじゃないか，というのはまことにもっともなことではある力もともと店があったと
(79)

ころだから，そこにすえおくべきだというのは，考えうる最悪の理由づけである」というのだった。

市議会は結局，この再提出計画を満場一致で採択した。個々の提案に対するこれといった反対はな

く，むしろ一部議員のあいだには，キャッスル通り• ワイン通り地区に臨時店舗を建設する提案が，

同地区をひきつづき主要商業区域として再開発すべきだという主張を助長するのではないかという 
(80)

懸念さえあった。

では外部関係者は，この1945年計画，とくに商業区域の移転にかんする諸提案に対してどのよう

な反応を示したのだろう力その見解は，市当局の新提案を是認する方向と，まっこうからの反対

を強める方向に大きく二分された。たとえば，商工会議所付属の，都市計画にかんする小売業者諮

問委員会の議長W. S .バーマーW. S. Palmerは地方紙とのインタヴューで，新計画は，外部から

寄せられた意見をよくとりいれており，とくにキャッスル通り.ワイン通り地区を遊休させずにお
(81)

く諸提案は，プロードミード新商業区域提案に対する反対を緩和するだろうと語った。しかしその 

一方で，プリストル建築家協会，ロータリークラプ，プリストル再計画同盟といった諸団体で指導 

的役割をはたしてきたE .バットンは，市当局の新計画]について以下のコメントをよせた。

「公共建築物が，市中心部巡回道路内の商業活動の中枢に移されようとしているのは何とも 

興味深いことだ。しかし，こうした建築にはもっとも困難で，また，もっとも高価な土地であ 

るキャッス ル通り . ワイン通り地区が，より適した候補地としてヴィクトリア通りがあるにも 

かかわらず選ばれたのは，何とも奇妙である。

いまや，キャッスル通り. ワイン通り地区に建物がたてられるからには，一体何が，この繁

栄していた主要商業区域を，莫大な費用をかけてまで，常に辺鄙だった地区に移す理由なのか
(82)

をきかせていただくこと力；，いよいよもって必要である。」

一タリークラブはほどなく，市当局の新計画承認に対する反対ま会を召集した。このま会では,

注 （78) Bristol Evening Post, 17 July 1945.

(79) Ibid.

(80) Bristol Observer, 21July 1945.市議会はまた，市中心部における士地買収，キャッスル通り.ワ 

イン通り地区での臨時店舗建設，および市中心部外の産業地区造成に関連して，それぞれ200万ボン 

ド，25万ポソド，6万ポソ ドの補助金の申請を政府に行なうことを決議した。QlbicO

(81) Bristol Evening Post, 13 July 1945.

(82) Ibid.
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キャッスル通り. ワイン通り地区の公共建築物区域化提案は，同地区の主要商藥区域としての再開 

発を切望する市民感情を無視したものであり，また，同地区には以前の店舗の6— 7割しか再建で 

きないとする市当局側の主張は，同じ地区が，将来拡張が必要となりうる公共建築物区域に指定さ 

れていることから説得力に欠ける，といった意見が表明された。さらには，市当局が計画策定の過 

程で外部専門家顧問の招聘の要請を棄却してきたことへの不満が，市当局の計画は「作成者自身が 

その是非を半Ij断する，いわば原告自身が暗審員であり，かつ裁判官でもある」 という点で「根本
(83)

的に不条理」だとする批判となって爆発した。 しかしこうした糾弾に対して市当局側は，「われわ 

れは，多くの困難を解決し，しかも〔外部からの〕要求にこたえるために，考えうる最善を尽くし 

たと確信する」とのウェブのことばに凝まされたように，1945年計画を承認するまでには，外部か 

らのおよそ340にのぽるコメントや批半Ijと20の代替案についての十分な検討と，25の諸団体との協
(84)

議が重ねられた点を強調することができた。それゆえに，インスキップP R C議長は市議会で，プ 

ロードミード新主要商業区域こそが「唯一，実現可能な提案」であり，r商店主達を元の敷地にも
(85)

どすことはできない」と自信をもって断言しえたのだった。

このように，プリストルにおいては市議会と地方当局公官とが一丸となって，市土木課長クュプ

の再開発計画を支持した。したがって，1945年11月に，労働党と市民党のあいだでの7年間にわた

る勢力均衡状態のあとをうけて行なわれた地方選挙においても，市中心部再開発にかんする両党の

政策に大きな違いはなかった。しいていえば，労働党が，既得権益への敵意をあらわに示したのに

対し市民党は，彼らに同情的であろうと努めた。再開発問題について労働党は，その選挙綱領の中

で以下のように述ぺている。

「今われわれには，プリストルの長い伝統と輝ける未来にふさわしい新しい都市を計画し，

建設するという，まさに貴重な機会が与えられている。この機会を存分に生かすためには，い

かなる既得権益も，いかなる利己的な，利益めあての党派も，これをおびやかすようなことが

許されてはならない。労働党は，いかなる既得権益にも仕えず，もっぱら，大多数の市民にと

っての最大の利益を考えている。われわれは，商業関係者が市民に仕えるべきなのであり，そ
(86)

の逆があってはならないと確信している。」

一方，市民党はその選挙綱領で，とくに中小の商業関係者への理解を示すことに躍起になってい 

た。

「わが党は，中小の商業関係者をはじめ，戦潤ののちに自ら再建にとりくまねぱならないす 

ぺての人々の苦闘を十分に認識している。したがって，彼らを助け，大規模店舗も中小の商店 

もその関係者が共に，できるだけはやく，適当な場所に再建できるような計画とその実施を指

注 （83) Bristol Observer, 28 July 1945.

(84) Bristol Evening Post,13 July 1945, op. cit

(85) Bristol Evening Post, 17 July 1945, op, cit.

(86) 'The Labour Party’s municipal programme’，in Bristol Evening Post, 3 September, 1945.
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揮することが，わが党にとってもっとも重要な任務なのである0」

しかし市民党は，市中心部再開発問題における最大の争点だった，キャッスル通り.ワイン通り 

地区をひきつづき主要商業区域として再開発すべきだとする外部団体からの要望に对しては，以下 

のように言及した。

「プリストルの再建は，なにごとによっても妨げられてはならない。この市は，西部地方の

文化• 芸術の中心たるべきである。わが党は，現在ある市中心部再開発提案が妥当なものであ

ると確信し，その履行，とくに，コンフエランスホールやコンサートホールを有する新公共建
(88)

築物区城の完成にむけ，全力をつくすものである0」

このように，戦争終結直後の地方選挙をにらみ，労働党と市民党は風方共に，市当局の再開癸計

画へのg 信と，その実施に尽力する決意を表明したわけではあるが，そもそもこの選拳戦は，市民
(89)

党 リーダーのインスキップ市会参ま自身が認めていたように，争点なき争いとみなされていた。し 

いていえば，市民党が，様々な政策分野における私的部門の参加の余地を訴えたのに対し，労働党 

は，地方当局による公的介入に重点をおき，とくに，公共住宅の供給と市内バスの公有化を最重要
(9の

課題にあげていた。結局，選挙では，下表が示すように労働党が勝利を収め，議会での議席保有数 

は，労働党68に対して市民党44となった。

しかし市中心部再開発問題にとって重要だった点は，両党の政策に異同がなく，したがって， 

外部諸団体が主要商業区域の移転に对し猛反対を展開する中でも，市当局側がこの提案を擁護する 

姿勢は磐石だったことにあった。

ところで一般市民は，市中心部再開発問題にどの程度の関心を寄せていたのだろう力んこの点に 

ついては『プリストル. イヴニング. ポスト』紙 Bristol Evening Post 1944年計画への批判 

や代替案が外部諸団体からつぎつぎと示されていた時期に，以下のように論じた。

「実際，この問題についてはかなり報道されてきたにもかかわらず，プリストル市民のあい 

だには， 'きたるべきもの，を創案することに夢中である様子がまったくない，という印象が強 

い。まず戦争に勝利することを第一に考えている一般市民は，おそらく，‘前戦の兵士達が帰っ 

表V - 1 1938年および1945年地方選挙の結果

(87)

実施年 有権者数 投票率
(%) 得票数 無投票当選 

議席数
当 選  
議席数

相手党議席 
の獲得

1938 129,599 50.8 労働党 27,412 7 4 1

市民党 37, 452 4 13 3

無所属 503 0 0 0

1945 229’ 156 43.64 労働党 95,312 9 22 9

市民党 87,056 0 19 0

無所属 433 0 0 0

(Source; Bristol Evening Post, 2 November 1945.)

注 （87) ‘the Citizen Party’s statement for the election，，in Bristol Evening Post,1 October 1945.

(88) Ibid.

(89) ‘Why I ask you to vote Citizen’，in Bristol Evening Post, 22 October 1945,

(90) Bristol Labour Weekly,17 November 1945.

236 (720)



てくるまでは’ 都市計画上の仔細な論争は棚上げにしておこうと思っているのだろう。一方，

前戦の兵士達は，依然として戦闘に従享しており，とても，将来について，みずからの見解を
(91)

表明する時間や機会を持ってはいないのである。」

プリストルの1945年の地方選挙では，市中心部再開発の問題が選挙戦の争点にはならなかったこ

とは上に述べたとおりであるが，たとえぱサウサムプトンの1945年選挙では，労働党が市土木課長

の再開発計画を，また，保守党• 自由党の連合が市都市計画官Town Planning Officerの計画を

それぞれ推して選挙戦に臨んだことが，この問題についての市民の関心を否応なしに高めていた。

他方，市建築課長ギプソソD. Gibsonによる市中心部再開発計画に全党をあげての一貫した支持が

寄せられていたコヴェントリーにおいては，1945年10月に市当局が，この計画をメイン.テーマと

した展示会を開催し，二週間で約5万7千人の入場者（ちなみに当時のコヴェソトリ一市人口は約22万

人）がこれを訪れて、た。 コヴェントリーの地方紙『ミッドランド . ディリー . テレグラフ』 The

Midland Daily Telegraphは，再開発計画を必ずや実現させるという決意を一般市民のあいだに
(92)

創出するために，これほど有効な方法はありえなかったと，市当局の試みを高く評価した。そもそ 

もコヴュントリーに对しては，その独創的な再開発諸提案を縮小するようにとの圧力が計画省から 

かけられていたが，市当局は一般市民の支持をよりどころにかかる圧力に抵抗していく。とくに市 

当局は機会あるごとに，市中心部再開発事業に関連した記念式典を大々的に開催し，計画に対する 

市民の支持が磐石であるとの印象を既成事実化し，ついに1949年には計画省から同計画への正式な 

承認をかちとった。プリストル市当局は，再開発問題への市民の関心を高揚させるような政策を積 

極的に展開することはなかったわけだが，はたして市当局にとって，かかる努力は不要のものだっ 

たのだろう力、。次節では，この点にかんする検討をすすめ，本稿がとりあつかってきた問題につい 

ての結論をみちびきたい。

VI. 結 び

プリストル市中心部再開発計画の策定過程における特徴は，たとえぱ，コヴュントリーでは1941 

年2月に市議会が再開発計画を採択し，また，サウサムプトンでも1942年2月にはこうした計画が 

公表されたのとは対照的な市当局のとった慎重な態度にあった。上記のように，土木•建築相リ一 

ス卿が独創的な計画の作成を奨励したとの報道を否定し，計画の作成に着手するまでにその策定機 

構の確立に時間をかけ，また，1944年3月にはじめて公表された計画をさらに修正した1945年計画 

を市議会が承認するまでに，外部関係諸団体からの批半Ij • 代替案の検討を十分に重ねた点に，この 

慎重さはよく反映していた。

では，市中心部再開発計画の策定にさいし，なぜこうした慎重論が支配的となったのだろうか。

注 (91) Bristol Observer, 26 August 1944.

(92) The Midland Daily Telegraph, 22 October 1945.
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まず第一に，市当局の都市計画担当の委員会だったPPW Cに，再建政策を積極的に展開しようと

する意志が，ややもすれば希薄だったことがあげられる。しかも，そうしたPPWCの ‘消極性’に

批判的で，それゆえ，P PW Cにかわり新設されたP R C の副議長として活躍が期待されたコック
(93)

ス市会参# は，就任後まもない1943年4月に逝去し，実際，都市農村計画者は彼の死が，プリスト
(94)

ルの市中心部再開発計画の策定の遅滞に追い打ちをかけたとみなしていた。

市当局の再開発計画策定が遅滞する一方では，商工会議所を中核とした，外部諸団体の包括的組

織が，はやくから，計画策定過程への直接参加を標傍してきたわけだが，市当局はまず，かかる既

得権益の参入を阻止するために，市土木課長ウ:nプを中心とした磐石な計画策定機構の確立を慎重 
(95)

にすすめ，ついで，外部諸団体からの猛反対を惹起した，主要商業区域の移転の原則を貫徹するた 

めに様々な批判や代替案の検时を十分に行なう必要があった。と同時に，こうした外部諸団体との 

関係の対策に精力の大部分を注いだことが，市当局が，一般市民の問題への関心の換起にまで尽力 

できなかった原因となったともいえよう。

1945年には計画省が，プリストルの再開発計画を高く評価しとくに，主要商業区域の移転に対 

する反対が，市当局の努力により鎮静化されたとみなしていたことから，戦争直後には，市当局の 

計画が同省の承認を得る上での不安材料は殆どみあたらないようにみえた。ところが，計画省はま 

もなくその見解を変え，主要商業区域の移転自体への強い疑問を示し，それとともに，外部諸団体 

からの反対はふたたび活性化していく。かくして，市当局対計画省および外部諸団体の関係が悪化 

の一途をたどる中で，一部の商業関係者は1947年に，主要商業区域の移転にかんするアンケート調 

查を一般市民に行ない，約 13,000対400で，圧倒的多数が移転反対と回答したその結果は，市当局
(96)

の立場をますます苦しくした。なぜなら，市民の再開発計画への支持こそが，外部諸団体や政府か
(97)

らの圧力に対し，もっとも說得力をもつ反証たりえたからである。

結局，主要商業区域の移転問題は，1960年代初頭においても依然として解決されず，この問題を

注 （93) Bristol Observer,17 April 19 43 .ちなみに，コックスと市議会でわたりあったPPW C副議長ウ 

ィンチェスター市会参事は1941年9 月に（5パ5/り/ Evening Post, 27 September 1941),また，同議 

長マーティン市会議員 Councillor G. A. Martin も1943年 4 月に〔Bristol Observer, 24 April 1943) 

それぞれ逝去している。

(94) HLG 88/9, Advisory Panel on Redevelopment of City Centres, Ministry of Town and Country 

Planning, ‘Note Prelimiray to a Visit to Bristol,’ op. cit.

(95) 外部諸団体の具体的要求のひとつは，計画立案のさいの専門家顧問の招聘だったが，この点に関連 

しては，既出のプリストル建築家協会が，長い伝統を持ち，多くの著名な建築家を輩出してきた強力 

な組織だったことは重要である。このプリストル建築家協会およびその他の著名な建築家については, 

‘A Survey of the Life of the Architect in Bristol’ The Architects' Journal,1 June 1950, およ 

びし Wright, ‘The Bristol Society of Architechts, 1850-1950’， Journal of the Royal Institute 

of British Architects, April 1950, vo l.57 にく わしい。

(96) Bristol Observer, 3 May 1947.

(9 7 )一般市民の再開発計画への支持がもつ重要性を示す好例としてはコヴェソトリ一の#例があげられ 

るが，これについては，長谷川淳ー「イギリスにおける戦災都市再建政策の展開1940-45年—— コヴ 

エントリーを中心に一 」，『社会経済史学会第59回大会報告要旨』（1990年)，55真一57頁を参照され

たい。
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めぐっての外部諸団体と市当局間の溝は深まるばかりだった。プリストル市中心部の再開発におけ 

る終戦以降のかかる状況をみちびいた原因が，市当局対外部諸団体の対立関係に集約されて事態が 

進展する中で，一般市民の支持の確立がかえりみられることのなかった，戦時中の計画策定過程に 

翻及される点は，本稿が示したとおりである。

(慶應義塾大学大学院経済学研究科研究生）

(98)

注 （98) BRO 33199(6), ‘A Report of the Redevelopment Proposals for the Wine Street—Castle 

Street Area of Central Bristol’，The Bristol Civic Society,18 Januaiy 1961.
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